
Ⅳ―1 新設の届出書及び附属書類の記入例
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様式第１ 新設届用

特定工場新設届出書（一般用）
及び実施制限期間の短縮申請書（一般用）

令和 3 年 4 月 1 日

伊勢市長 様

届出者 氏名又は名称 ○○工業株式会社

（ⅱ） 住 所 東京都千代田区丸の内１－１－１ （ｉ）

代表者氏名 取締役社長 三 重 太 郎

担当者 三重 次郎 電話 0596（21）5633 番

工場立地法第 6 条第１項の規定により、特定工場の新設について、次のとおり届け出るとともに、工場

立地法第 11 条第 1 項の期間の短縮方を申請します。

備考 １ ※印の欄には、記載しないこと。
２ 6 欄から 8 欄について、規則第 4 条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び

規則第 3 条に規定する建築物屋上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。
３ 法第 6 条第 1 項の規定による新設の届出の場合は、1 欄から 9 欄までのすべての欄（特定工場の設

置の場所が工業団地に属しない場合は 7 欄を、工業集合地特例の適用を受けようとしない場合は 8 欄
を除く。）に記載すること。

４ 法第 7 条第 1 項又は一部改正法附則第 3 条第 1 項の規定による変更の届出の場合は、1 欄から 9 欄
までの全ての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属しない場合は 7 欄を、工業集合地特例の適用
を受けようとしない場合は 8 欄を除く。）に記載するとともに、2 欄から 6 欄まで及び 8 欄のうち変更
のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。

５ 法第 8 条第 1 項の規定による変更の届出の場合は、1 欄及び 9 欄に記載するとともに、2 欄から 6 欄
まで及び 8 欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。

６ 9 欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては「造成工事等」の欄に、生産施設、緑地等
の施設の設置工事を行う場合にあっては「施設の設置工事」の欄に、それぞれ該当する日を記載する
こと。

７ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図表、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格 A4 とする
こと。

１ 特定工場の設置の場所 〒516－＊＊＊＊ 三重県伊勢市○○町○○番地（○○工場） （ⅲ）

２ 特定工場における製品名（加工修理業に属する
ものにあっては加工修理の内容、電気供給業、
ガス供給業又は熱供給業に属するものにあって
は特定工場の種類）

自動車車体製品 （ⅳ）

３ 特定工場の敷地面積 ７０，０００ ㎡ （ⅴ）
４ 特定工場の建築面積 ３０，０００ ㎡
５ 特定工場における生産施設の面積 別紙１のとおり （ⅵ）
６ 特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 別紙２のとおり

７ 工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 別紙３のとおり （ⅶ）
８ 隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用 別紙４のとおり

９ 特定工場の新設のための工事の開始の予 造成工事等 令和 ３年 ７月１５日 （ⅷ）
定日 施設の設置工事 令和 ３年 ７月２１日

※ 整理番号

※ 受理年月日 令和 年 月 日 ※
※
審
査
結
果

備

考
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（ⅰ）代理人が届け出る場合は 2 段書きしてください（例 1）。また、代表者の委任状

を添付してください（例 2）。
なお、前回の届出から代表者及び代理人の両者に変更が無い場合は、委任状の

写しを添付してください。

（例 1） （例 2）
届出者 ◯◯工業株式会社

東京都千代田区丸之内１－１－１

取締役社長 三重太郎

代理人 ◯◯工業株式会社 三重工場

三重県伊勢市朝熊町××番地

三重工場長 三重次郎

担当者 ◯◯◯◯ 電話××××××××××番

（ⅱ）実施制限期間の短縮を申請しない方は、「及び実施制限期間の短縮申請書」と

「るとともに、工場立地法第 11 条第 1 項の期間の短縮方を申請し」の部分を二重線

で抹消してください。

（ⅲ）末尾に工場名を記入してください。

（ⅳ）変更前後の製品名の主なものを記入してください（業種及び業種番号は別途記入

していただきます。）

（ⅴ）「敷地面積」「建築面積」の考え方は、P.53 を参照してください。

面積の算定に際しては、少数点以下は切り捨てにしてください。（複数の建築物が

ある場合は、各々の建築物について少数点以下を切り捨てた上で合算することとな

ります。）

（ⅵ）別図として「生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図」

（P.23 参照）を添付してください。

（ⅶ）該当のある場合は、別紙 3（P.18 参照）、別紙 4（P.19 参照）を作成してください。

該当の無い場合は「該当なし」と記入してください。

（ⅷ）造成工事の開始予定日は「造成工事等」欄に、その他の工事の開始予定日は「施設

の設置工事」欄に記入してください。
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委任状 
 
 私は三重県伊勢市朝熊町××番地における 
○○工業株式会社三重工場長三重次郎を代理人 
と定め下記の事項を委任します。 

 
           記 
 

工場立地法に基づく届出に関する一切の権限 
 
平成  年  月  日 

 
       東京都千代田区丸之内１－１－１ 
       ○○工業株式会社 
       取締役社長 三重太郎  印 
 



別紙１ 新設届用

特定工場における生産施設の面積

生産施設の名称 施設 面積（㎡） 備考

番号 分類番号 γ係数

工場棟Ａ

工場棟Ｂ

工場棟Ｃ

工場棟Ｄ

（機械プレス工場）

（ボイラ）

（ⅰ）

セ－１

セ－２

セ－３

セ－４

(ｾｰ 4-1)
(ｾｰ 4-2)

（ⅱ）

１３，０００

１，０００

１，０００

１０，０００

（ⅳ） （５，０００）

（５，０００）

２５４２

２５４２

２５４３

２５４３

６５

（ⅲ）

６５

６５

６５

合計 ２５，０００
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（ⅰ）施設番号（施設毎にセ－１から始まる一連番号）を記入してください。

（ⅱ）該当生産施設（P.53 参照）の建築面積（水平投影面積）を、少数点以下切り

捨てにして記入してください。

生産工程が工場建屋単位で独立している場合は、それぞれの工場建屋を一つの

単位として取り扱ってください。

（ⅲ）当該生産施設における生産品に則して、「生産施設面積の敷地面積に対する割合

一覧表」（経済産業省ＨＰ 工場立地法解説 P.313～）に基づき産業分類番号、

γ値を記入してください。

★日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改訂）

（ⅳ）生産施設単位に含まれる主要施設は、セ－４－1、セ－４－２等の枝番を付し、

（ ）書きにより記入してください。
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別紙２の１ 新設届用

特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置

１ 緑地の面積及び配置

備考欄には、次の①、②のいずれかを記入してください。

① 樹木が成育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって、工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与

するもの。

② 低木又は芝その他の地被植物（除草等の手入れがなされているものに限る。）で表面が被われている土地又は建築物屋上緑化

施設（全面地被）

※「樹木等の種類・本数」及び「植栽密度」は記入不要です。

名称 施設番号 面積 （㎡） 備考

工場東側緑地

工場西側緑地

工場北側緑地

西側周辺緑地

北側周辺緑地

南側周辺緑地

(ⅰ)
ﾘ－１

ﾘ－２

ﾘ－３

ﾘ－４

ﾘ－５

ﾘ－６

（ⅱ）

９００

３００

８０

５，０００

５，０００

８，０００

（ⅲ）

①

①

②

芝全面地被

①

①

②

うち多様

な緑化に

よる緑地

合計 １９，２８０
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（ⅰ）施設番号（区画毎にリ－１から始まる一連番号）を記入してください。

（ⅱ）当該緑地（P.54 参照）を小数点以下は切り捨てにして記入してください。

（ⅲ）次の緑地の定義に照らし合わせて、各々の施設番号別に該当する番号（①～②）

を記入してください。

一．樹木が生育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって、工場

又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するもの。・・・・・・・・①

二．低木又は芝その他の地被植物（除草等の手入れがなされているものに限る。）

で表面が被われている土地又は建築物屋上緑化施設（全面地被）・・・・・・②

※単独の樹木での樹冠の水平投影面積を緑地面積として測定できます。一区画の緑地

をこのように算定した場合は、「全面樹冠」と記入してください。

また、「低木又は芝その他の地被植物」で区画全面が被われている土地については、

「低木全面地被」又は「芝全面地被」と記入してください。

※平成 16 年 3 月 31 日に工場立地法施行規則が改正され、屋上緑化・壁面緑化等の

「建築物屋上等緑化施設」が緑地として認められるようになりました。（P.50「多様

な緑化の推進」参照）

※平成 23 年 9 月 30 日に工場立地法施行規則等が改正され、「緑地」の定義が見直さ

れました。
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別紙２の２ 新設届用

２ 環境施設の配置

緑地以外の環境施設の名称 施設番号 面積（㎡）

グラウンド

（ⅰ）

カ－１

（ⅱ）

１０，０００

緑地以外の環境施設の面積の合計 １０，０００ （ⅲ）

環境施設の面積の合計 ２９，２８０ （ⅳ）

敷地の周辺部に配置する環境施設の各施設番

号

リ－１

リ－４ ～ リ－６

（ⅴ）

敷地の周辺部に配置する環境施設の面積の合

計

１７，０００ ㎡ （ⅵ）

配置について勘案した周辺

の地域の土地利用の状況等

との関係

住宅地と隣接する西側、南側に極力環境施設を設置す

るようにした。
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（ⅰ）施設番号（施設又は区画毎にカ－１から始まる一連番号）を記入してください。

（ⅱ）当該緑地以外の環境施設（P.55 参照）を小数点以下は切り捨てにして記入してく

ださい。

（ⅲ）環境施設（P.54 参照）のうち、「緑地以外の環境施設」欄の面積の合計を記入し

てください。

（ⅳ）「緑地以外の環境施設」欄と「緑地」欄の面積の合計を記入してください。

（ⅴ）該当する環境施設の施設番号を列挙してください。

「敷地周辺部」の考え方については、P.54 を参照してください。

（ⅵ）環境施設は、敷地面積の 15％以上相当を敷地の周辺部に配置するようにしてく

ださい。

※平成 22 年 6 月 30 日に工場立地法施行規則等が改正され、太陽光発電施設（自家

用）が環境施設として認められるようになりました。
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別紙３

工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び配置

備考

「その他の施設」の面積の欄は、「工業団地の面積」(a)から「工業団地内の全工場又は全事業場の敷地面積の合計」(b)
及び「工業団地共通施設の面積の合計」(c)を減じた面積を記載すること。

別紙 3 を提出する場合は、工業団地の概略図を添付してください。

工業団地の名称 サン･サポート・スクエア伊勢

工業団地の所在地 三重県朝熊町地内

工業団地の面積(a)
１９５，９７４．９６ ㎡

工業団地内の全工場又は全事業場の

敷地面積の合計(b) １１６，９９５．３７ ㎡

工業団地共通施設の面積の合計(c)
４８，３８８．３６ ㎡

うち

緑地

面

積 ４０，９９２．９６ ㎡

残置森林、造成森林、造成緑地

うち

緑地以外の環境施設

面

積 ４，３９９．３７ ㎡

種

類

広場

うち

その他の共通施設

面

積 ２，９９６．０３ ㎡

種

類

産業支援センター

その他の施設 面

積 ３０，５９１．２３ ㎡

種

類

道路

工業団地の環境施設の配置に関す

る概略図その他の説明

概略図は、別図のとおり 下図を

参照ください。

「工場立地法に関する準則第 5 条の団地特例」(P.57 参照)の適用を受けている工業団地内に

工場又は事業場を設置する場合に提出してください。
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キクカワエンタープライズ（株）

みえぎょれん販売（株）

ヤマナカフーズ（株）

（株）利八屋

ティアンドティ（株）

(株）ゴーリキアイランド

2号広場

A-11

1号広場

伊勢市産業支援センター

土地利用表 

記号 名 称 
 

特 例 団 地 区 域 
 

区 画 分 譲 地 
 

産 業 支 援 セ ン タ ー 
 

分譲地内緑地（法面） 
 

緑 地 
 

広 場 
 

道 路 
 

 

 

 

 

 

サン・サポート・スクエア伊勢

土地利用計画図

B-4-2

3477-38
（３０００．７４㎡）

B-4-1

3477-30
（４５７６．０１㎡）

B-4-3

3477-40
（５８８２．５９㎡）

（株）永南

（株）ふじよし

（株）トラスト電器

キクカワエンタープライズ（株）

3477-39

（1,004.31㎡）



別紙４

隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用

備考 １ 「事業者の負担する総額」の欄には、隣接緑地等の整備につき当該工業集合地に工場又は事業場を設置する

事業者が負担する費用の総額について、設置費用、維持管理費用（毎年の維持管理費用に協定等による維持

管理期間を乗じた金額）のそれぞれを記載すること。

２ 「うち届出者の負担費用」の欄には、隣接緑地等の整備につき届出者が負担する費用について、設置費用、

維持管理費用（毎年の維持管理費用に協定等による維持管理期間を乗じた金額）のそれぞれを記載すること。

隣接緑地等の名称

隣接緑地等の所在地

隣接緑地等の面積の合計

うち緑地面積 面積

㎡

うち緑地以外の環境施設

面積

面積

㎡

種類

事業者の負担する総額

設置費用

円

維持管理費用

円

うち届出者の負担費用

設置費用

円

維持管理費用

円

隣接緑地等の配置に関する概

略図その他の説明

工場集合地(P.57 参照)に工場又は事業場を設置する場合に提出してください。
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様式例第１

特定工場用地利用状況説明書

特定工場敷地面積

(団地特例適用の場合）

７０，０００ ㎡

（７８，８００ ㎡）

うち自己所有地 ７０，０００ ㎡

１ 特定工場用地利用状況説明書

（当該特定工場の周辺２km 程度の範囲で海面、河川、湖沼、埋立地、山林、農用地、学校･病院･公園等の

用地、住宅地、工場用地等の土地状況を明示して下さい。）

［別図１のとおり］ （ⅱ）

２ 特定工場の用に供する土地の説明

（１）土地周辺の状況 （ⅲ）

東側： 他社工場敷地

西側： 住宅地

南側： 住宅地

北側： 他社工場敷地

（２）都市計画法上の区域区分（下記の該当項目を○で囲んで下さい） （ⅳ）

①工業専用地域 ④住居系地域（ ） ⑦未線引都市計画区域

②工業地域 ⑤商業系地域（ ） ⑧都市計画区域外

③準工業地域 ⑥市街化調整区域 ⑨都市計画なし

（３）当該届出後の値

①生産施設面積率等

面積（㎡） 敷地面積に対する割合

生産施設 ２５，０００ ３５．８ ％（少数第二位以下切り上げ）

団地特例適用の場合 ２５，０００ ３１．８ ％（ 〃 ）

（ⅴ） 緑地 １９，２８０ ２７．５ ％（少数第二位以下切り下げ）

団地特例適用の場合 ２８，０８０ ３５．６ ％（ 〃 ）

環境施設（緑地を含む） ２９，２８０ ４１．８ ％（少数第二位以下切り下げ）

団地特例適用の場合 ３８，０８０ ４８．３ ％（ 〃 ）

②環境施設種類別概要

環境施設の名称 面積（㎡） 環境施設の概要

（ⅵ）

樹木地

１９，１００

芝その他の地被植物

１８０

緑地以外の環境施設

１０，０００

グラウンド

（４）届出の趣旨 （ⅷ）

趣旨： （ⅶ）

工場の新設

変更前の業種番号 変更後の業種番号

２４５２

（金属プレス製品製造業）

２４５３

（粉末や金製品製造業）

（ⅰ）
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（ⅰ）当該工場が、「工場立地に関する準則第 5 条の団地特例」（P.57 参照）の適用を

受けている工業団地内にある場合は、カッコ内に「特例対象面積」欄と「自社敷

地面積」欄を合計した面積を記入してください。（適用の有無については、土地を

造成した事業者等に確認してください。）該当のない場合には記入は不要です。

（ⅱ）「別図 1」として、「特定工場用地利用状況説明書」（P.22 参照）を添付してくだ

さい。

（ⅲ）当該工場用地の周辺の状況を記入してください。

（例：田、他社工場、市道を挟んで住宅 など）

（ⅳ）都市計画法上の区域区分を で囲んでください。

◯住居系地域とは、第一種、第二種低層住居専用地域、第一種、第二種中高層住

居専用地域、第一種、第二種住居地域、準住居地域のことです。

◯商業系地域とは、近隣商業地域、商業地域のことです。

（ⅴ）当該工場が、団地特例の適用を受けている工業団地内にある場合のみ記入してく

ださい。該当の無い場合は記入は不要です。

（ⅵ）別紙 2 の 1「特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置」において、一

区画内に 1 本以上樹木がある場合には「樹木地」欄に、樹木が無い場合には「芝そ

の他の地被植物」欄に記入してください。

（ⅶ）今回の届出を行う理由を簡潔に記入してください。

（ⅷ）「変更後」欄に、当該工場における全ての製造品目に該当する業種番号を記入して

ください。
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別図１ 特定工場用地利用状況説明書

当該特定工場の周辺２ｋｍ程度の範囲を明示してください。

この場合、工場敷地の概ね中心から半径２ｋｍの円を描いても差し支えありません。

海面、河川、湖池、埋立地、山林、農用地、学校・病院・公園の用地、住宅地、

工場用地等の土地状況明示着色してください。

サン･サポート・スクエア伊勢

○○工業（株）

◎◎工場



生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図

備考１ 配置図に記載する生産施設は、建築物のあるものは建築単位で、ないものは個々に記入

してください。

２ その他の主要施設には貯水池、井戸等の工業用水施設、電力施設、公害防止施設、倉庫、

タンク等の貯蔵施設、駐車場等を含みます。配置図にはそれらの位置、形状を明示すると

ともに、それらの名称を付記してください。

３ 生産施設、緑地、緑地以外の環境施設は、下表に指定する色彩でそれらの位置、形状着

色して明示するとともに、届出書の別紙 1 及び 2 に記載した施設番号を付記してください。

４ 図面には縮尺並びに方位を示す記号を記入してください。図面の縮尺は、原則として敷

地面積が 100ha 未満の工場にあっては五百分の一ないし千分の一、100ha 以上 500ha 未満

の工場にあっては千分の一ないし二千分の一、500ha 以上の工場にあっては二千分の一ない

し三千分の一の程度としてください。

５ 環境施設のうち屋内運動施設又は教養文化施設がある場合は、当該施設の利用規程及びそ

の周知方法を記載した書類を添付してください。

６ 環境施設のうち雨水浸透施設がある場合は、当該施設の種類や浸透能力、維持管理及び雨

水流出を抑制する必要性を記載した書類を添付してください。

７ 環境施設のうち太陽光発電施設がある場合は、当該施設の種類、発電能力、設置場所及び

電力の用途を記載して書類を添付してください。

８ 敷地の周辺部（敷地の境界線から対面する

境界線までの距離の 5 分の 1 程度の距離だけ

内側に入った点を結んだ線と境界線との間に

形成される部分）を破線で明示してください。

（P.54 参照）

別図２
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施　　設 指定色

　敷　　地　境界線 茶

　生産施設 青

　緑　　地 緑

　緑地以外の環境施設 黄

施 設 の 名 称 色 彩 施設番号

　生産施設 青 セ-1～4

　緑　　地 緑 リ-1～6

　緑地以外の環境施設 黄 カ-1

　敷地境界線 茶

　敷地周辺部境界線(1/5ﾗｲﾝ) 茶(破線)



様式例第２

特定工場の新設等のための工事の日程

備考 1 工事の日程の欄には、工事の種類毎に工事の期間を←→印で記載するとともに当該工事の開始と終了の日を付記して

ください。

なお、生産施設については、当該生産施設の運転の開始の日（稼働日）も工事の日程の欄にあわせて明記してください。

また、生産施設の設置工事、環境施設・緑地の設置工事において既存施設の廃棄工事が行われる場合には、当該廃棄

工事の日程も記載してください。

２ 施設の名称、施設番号の欄には規則による届出書の「別紙 1 特定工場における生産施設の面積」「別紙 2 特定工場

における緑地及び環境施設の面積及び配置」に記載した生産施設、緑地、緑地以外の環境施設の名称、番号を記載して

ください。

３ その他の主要施設（事務所、倉庫等）の設置工事の日程の欄には、当該工事の開始が生産施設の設置工事、環境施設・

緑地の設置工事のいずれよりも早い場合にのみ当該施設の種類を工事の種類の欄に明記してください。

４ 変更の届出の場合には、変更に係る施設について記載してください。

なお、生産施設については、当該生産施設の運転の開始の日も工事の日程の欄にあわせて明記してください。

また、生産施設の設置工事、環境施設・緑地の設置工事において既存施設の廃棄工事が行われる場合には、当該廃棄

工事の日程も記載してください。

工 事 の 日 程

年月

工事の種類

３年

７月

年

８月

年

９月

年

１０月

年

１１月

年

１２月

年

月

年

月

年

月

造成（埋立）工事

敷地増減の移転登記予定日

生産施設の設置工事

施設の名称 施設番号

工場棟Ａ

工場棟Ｂ

工場棟Ｃ

工場棟Ｄ

セ－１

セ－２

セ－３

セ－４

環境施設・緑地の設置工事

施設の名称 施設番号

工場東側緑地

工場西側緑地

工場北側緑地

西側周辺緑地

北側周辺緑地

南側周辺緑地

グラウンド

リ－１

リ－２

リ－３

リ－４

リ－５

リ－６

カ－１

その他の主要施設の設置工

事

施設の名称

○移転登記日

（7/1）

7/1 9/10

設置

7/9 ～ 10/10 10/11 稼働開始

設置

9/1～10/10

設置

7/9 ～ 10/10

設置

9/1～10/10

造成工事、生産施設の設置工

事及び環境施設・緑地の設置

工事については、その開始日

が様式第１の「造成工事等」

欄、「施設の設置工事」欄の日

付と同一になります。
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様式例第３ 新設時のみ

事業概要説明書

１ 操業開始の日 令和 ３ 年１０月１１日

主要製品別生産能力及び生産数量

製品名 生産能力 生産数量

２

自動車車体部品 ２，０００ｔ／月 １，８００ｔ／月

水源別工業用水使用量 計 ７００ （トン／日）

上 水 道 工業用水道 河川表流水 井 戸 水 海 水 回 収 水 そ の 他

３

２００ ５００

電力の使用量 計 ２，２００ （kwh／日）

買電による電力使用量 自家発電による電力使用量

４ ２，０００ ２００

従業員数 計 ２０５

（人）

男 女 計

５

事務職員 ２５ ２５ ５０

生産ﾗｲﾝに従事

している職員

１００ ５５ １５５

合計 １２５ ８０ ２０５

当該工場で生産す

る全ての製品（半製

品）を記入してくだ

さい。

25



一体計算適用調書

１ 生産施設面積率等

２ 環境施設の概要

届出者 一体計算相手方 計

届出工場名称

住所

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡

生産施設面積 ㎡ ㎡ ㎡

生産施設面積率 ％ ％ ％

緑地面積 ㎡ ㎡ ㎡

緑地面積率 ％ ％ ％

環境施設面積 ㎡ ㎡ ㎡

環境施設面積率 ％ ％ ％

樹木 面積 ㎡ ㎡ ㎡

高木 本 本 本

低木 本 本 本

芝その他の地被植物 ㎡ ㎡ ㎡

緑地以外の環境施設の名称

敷地周辺部に配置する

環境施設面積（率） ％
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